2017年4月30日～5月3日　憲法の関する世論調査
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朝日新聞
現行憲法「日本にとってよかった」８９％　朝日世論調査
朝日新聞デジタル2017年5月2日00時16分

憲法改正の賛否の推移
　憲法施行７０年となる５月３日の憲法記念日を前に、朝日新聞社は３月中旬から４月下旬にかけ、憲法を中心に全国世論調査（郵送）を実施した。施行７０年を迎え、いまの憲法が「日本にとってよかった」は８９％に上ったほか、憲法改正については、憲法を「変える必要はない」は５０％（昨年調査は５５％）に対し、「変える必要がある」は４１％（同３７％）だった。
　憲法に関する郵送調査は２０１３年から毎年実施しており、今年で５回目。新たに有権者となった１８～１９歳も今回から調査対象としたため、過去との単純な比較はできないが、１４年調査から４年連続で憲法を「変える必要はない」が「変える必要がある」を上回った。ただ、その差はやや縮まった。
　憲法９条は「変えないほうがよい」６３％（昨年調査６８％）、「変えるほうがよい」２９％（同２７％）。安倍政権下での改憲に「反対」は５０％（同５８％）、「賛成」は３８％（同２５％）。いずれも改憲に否定的な答えが肯定的な答えを上回ったが、これらも昨年調査に比べ、両者の差は縮まった。
　施行７０年にあたり、現行憲法があったことが「日本にとってよかった」との回答は、改憲への賛否や年代差にかかわらず９割前後が選んだ。
　いまの憲法は全体として「よい憲法だと思う」は６６％（昨年調査６７％）、「そうは思わない」は２１％（同２３％）。改憲に反対する人では「よい憲法」との回答は８９％に上ったが、改憲に賛成する人では「よい憲法」４７％、「そうは思わない」４２％と割れた。憲法が果たしてきた歴史的役割と、現在や将来に向けての役割とを分けて考えている人が一定数いる可能性がある。
　改憲への具体的な動きには消極的傾向が見られた。別の質問で、国会の憲法審査会で議論が始まっていることを踏まえ、改憲は優先的に取り組むべき課題だと思うかは、「優先的に取り組むべき課題」３３％に対し、「そうは思わない」６２％と差が開いた。内閣支持層の５４％、自民支持層の５４％も「そうは思わない」と答えた。
　改憲項目の絞り込みに向け、自民党などが主張する「緊急事態条項」の憲法への追加も、「いまの憲法を変えずに対応すればよい」５９％に対し、「憲法を改正して新たに加えるべきだ」は２８％にとどまった。「そもそも必要ない」は８％。自民支持層でも「いまの憲法を変えずに対応すればよい」は５６％に上った。
日本周辺の安全保障環境「不安」９３％　朝日世論調査
朝日新聞デジタル2017年5月2日00時19分
　朝日新聞社の世論調査（郵送）では、日本の安全保障と憲法との関連などについても聞いた。日本周辺の最近の安全保障環境にどの程度の不安を感じるか聞くと、「大いに」「ある程度」を合わせ、「不安を感じる」は９３％に上った。ただし、自衛隊の海外活動のあり方は、「今のままでよい」と現状維持を求める意見が多数を占めた。
　調査は３月中旬から４月下旬に実施し、最近の中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル開発の動きに触れたうえで不安度を尋ねた。「大いに」５８％と「ある程度」３５％を合わせた「不安を感じる」９３％が、「あまり」４％と「まったく」０％を合わせた「感じない」４％を圧倒した。
　一昨年９月に成立、昨年３月に施行した安全保障関連法に「賛成」は４１％（昨年調査は３４％）、「反対」は４７％（同５３％）で、賛否の差は昨年に比べ縮まった。安保関連法が憲法に「違反している」は４０％（同５０％）、「違反していない」は４１％（同３８％）と並び、こちらも差は縮まった。ただ、日本周辺の安全保障環境への不安が強いと答えた人でも、安保関連法への賛否や同法が憲法に違反しているかを問うた質問では、意見は割れていた。
　また、自衛隊が海外で活動してよいと思うことを複数回答で選んでもらうと、回答が多かった順に、災害にあった国の人を救助９２％▽危険な目にあっている日本人を移送７７％▽国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加６２％――などとなった。安保関連法の施行で新たにできるようになった活動のうち、「駆けつけ警護」にあたる「国連職員や他国軍の兵士らが武装勢力に襲われた際、武器を使って助ける」を選んだのは１８％。内閣支持層でも２４％、安保関連法の賛成層でも３４％にとどまった。
　日米安保条約の維持に「賛成」８０％、「反対」は９％で、「賛成」とした人に日米安保体制における自衛隊の活動は今後どうあるべきかを三択で尋ねると、「今のままでよい」７２％が「今より拡大すべきだ」１８％を大きく引き離し、「今より縮小すべきだ」は８％。内閣支持層でも７０％、安保関連法の賛成層でも６４％が「今のままでよい」とした。
世論調査―質問と回答〈３・４月実施〉
朝日新聞デジタル2017年5月2日00時20分
（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。特に断りがない限り、回答は選択肢から一つ選ぶ方式）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する　５５支持しない　３５
◆次にあげる安倍内閣の政策の中で、評価する政策にいくつでもマルをつけてください。
　景気・雇用３４▽社会保障・福祉１８▽消費税１６▽財政再建９▽ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）１１▽震災復興２２▽原子力発電・エネルギー５▽教育・子育て１５▽外交３８▽安全保障２４▽憲法９
◆次にあげる安倍内閣の政策の中で、評価しない政策にいくつでもマルをつけてください。
　景気・雇用３０▽社会保障・福祉３４▽消費税３３▽財政再建２４▽ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）１９▽震災復興２３▽原子力発電・エネルギー４０▽教育・子育て２６▽外交１５▽安全保障２３▽憲法２９
◆いま、どの政党を支持していますか。
　自民３８▽民進７▽公明４▽共産４▽日本維新の会３▽自由１▽社民１▽日本のこころ０▽その他の政党０▽支持する政党はない４０▽答えない・わからない２
◆以下の各項目について、１と７のどちらに考えが近いですか。中間を４として、１から７の間で当てはまる気持ちの強さに一つだけマルをつけてください。
・個人の権利と公の秩序、優先すべきは
　①個人の権利５　②７　③１３　④中間４５　⑤１９　⑥７　⑦公の秩序３
・日本の伝統や文化に誇りを持つことは
　①個人の自由７　②６　③１０　④中間２１　⑤２６　⑥１８　⑦学校で指導するべきだ１１
・家族の結びつきを重視することは
　①個人の自由９　②８　③１２　④中間２５　⑤１８　⑥１５　⑦国や社会のために大切だ１２
◆日本の憲法が施行されて、今年の５月３日で７０年を迎えます。いまの憲法があったことが、日本にとってよかったと思いますか。
　よかった　８９よくなかった　３
◆ふだん家庭や職場などで憲法について話をすることがありますか。
　よくある２
　ときどきある２５
　ほとんどない４６
　まったくない２４
◆以下は、憲法第９条の条文です。（憲法９条条文は省略）憲法第９条を変えるほうがよいと思いますか。変えないほうがよいと思いますか。
　変えるほうがよい２９
　変えないほうがよい６３
◇（「変えるほうがよい」と答えた２９％の人に）それはどうしてですか。
　国際平和に、より貢献すべきだから２４〈７〉
　今の自衛隊の存在を明記すべきだから３５〈１０〉
　日米同盟の強化や東アジア情勢の安定につながるから３２〈９〉
◇（「変えないほうがよい」と答えた６３％の人に）それはどうしてですか。
　戦争を放棄し、戦力を持たないとうたっているから５４〈３４〉
　今のままでも自衛隊が活動できるから２９〈１８〉
　変えると東アジア情勢が不安定になるから１２〈８〉
◆集団的自衛権を使えるようにしたり、自衛隊の海外活動を広げたりする安全保障関連法に、賛成ですか。反対ですか。
　賛成　４１反対　４７
◆安全保障関連法が、憲法に違反していると思いますか。憲法に違反していないと思いますか。
　違反している４０
　違反していない４１
◆自衛隊が海外で活動してよいと思うことに、いくつでもマルをつけてください。
　災害にあった国の人を救助する９２
　危険な目にあっている日本人を移送する７７
　国連の平和維持活動に参加する６２
　重要な海上交通路で機雷を除去する３９
　国連職員や他国軍の兵士らが武装勢力に襲われた際、武器を使って助ける１８
　アメリカ軍に武器や燃料などを補給する１５
　アメリカ軍と一緒に前線で戦う４
◆中国の海洋進出や北朝鮮の核・ミサイル開発など、最近の日本周辺の安全保障をめぐる環境について、どの程度不安を感じますか。
　大いに感じる５８
　ある程度感じる３５
　あまり感じない４
　まったく感じない０
◆安全保障分野における日米関係についてうかがいます。アメリカがトランプ政権になったことで、日本の安全保障にどんな影響が出ると思いますか。
　よい影響６
　悪い影響４９
　影響はない３１
◆日米安保条約をこれからも維持していくことに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　８０反対　９
◇（「賛成」と答えた８０％の人に）では、日米安保体制における自衛隊の活動は、今後どうあるべきだと思いますか。
　今より拡大すべきだ１８〈１５〉
　今のままでよい７２〈５８〉
　今より縮小すべきだ８〈７〉
◆日本政府によると、２０１５年度のアメリカ軍の駐留経費のうち、約８６％にあたる１９１０億円を日本が負担しています。この日本の負担割合についてどう思いますか。
　妥当だ２５
　多すぎる６７
　少なすぎる０
◆安全保障分野において、日本政府はアメリカに対して、日本の立場や考え方をどの程度主張していると思いますか。
　大いに主張している３
　ある程度主張している３４
　あまり主張していない５０
　まったく主張していない８
◆いまの日本の憲法は、全体として、よい憲法だと思いますか。そうは思いませんか。
　よい憲法６６
　そうは思わない２１
◆いまの憲法を変える必要があると思いますか。変える必要はないと思いますか。
　変える必要がある４１
　変える必要はない５０
◇（「変える必要がある」と答えた４１％の人に）変える必要があると思う気持ちの強さはどの程度ですか。
　とても強い１２〈５〉
　やや強い４７〈１９〉
　それほど強くない３６〈１５〉
◇（「変える必要がある」と答えた４１％の人に）特に変える必要があると思う分野はどれですか。いくつでもマルをつけてください。
　前文７〈３〉▽天皇３６〈１４〉▽平和主義２８〈１１〉▽国民の権利や義務２２〈９〉▽国会の仕組み３７〈１５〉▽内閣の仕組み２８〈１１〉▽司法制度１８〈７〉▽財政１９〈８〉▽地方自治２０〈８〉▽憲法改正の手続き２６〈１０〉▽政治家、公務員の憲法順守義務２４〈１０〉
◇（「変える必要はない」と答えた５０％の人に）変える必要がないと思う気持ちの強さはどの程度ですか。
　とても強い１６〈８〉
　やや強い３８〈１９〉
　それほど強くない４３〈２１〉
◇（「変える必要はない」と答えた５０％の人に）いまの憲法の中で特に大切だと思う分野はどれですか。いくつでもマルをつけてください。
　前文１７〈９〉▽天皇２８〈１４〉▽平和主義８２〈４１〉▽国民の権利や義務６１〈３１〉▽国会の仕組み１２〈６〉▽内閣の仕組み９〈５〉▽司法制度１９〈９〉▽財政１２〈６〉▽地方自治１５〈８〉▽憲法改正の手続き１０〈５〉▽政治家、公務員の憲法順守義務２１〈１０〉
◆憲法とは、国家の権力を制限するべきものだと思いますか。それとも、国民の権利を制限するべきものだと思いますか。
　国家の権力を制限するべきもの２３
　どちらかといえば国家の権力を制限するべきもの４６
　どちらかといえば国民の権利を制限するべきもの１５
　国民の権利を制限するべきもの３
◆憲法改正の議論にどの程度関心がありますか。
　大いに関心がある１２
　ある程度関心がある５２
　あまり関心はない３１
　まったく関心はない３
◆国会の憲法審査会では、憲法改正をめぐる議論が始まっています。憲法改正は優先的に取り組むべき課題だと思いますか。そうは思いませんか。
　優先的に取り組むべき課題だ３３
　そうは思わない６２
◆安倍首相は憲法改正を目指すことを明言しています。安倍政権のもとで憲法改正を実現することに、賛成ですか。反対ですか。
　賛成　３８反対　５０
◆憲法を改正して、新しい条項や権利を新たに加えるべきだ、という意見がある一方で、いまの憲法を変えなくても十分対応できる、という意見もあります。以下の項目についてあなたの考えを選んでください。
・外国からの武力攻撃や大災害などの際に、内閣が法律に代わる緊急政令を出したり、国会議員の任期を延長したりするなど、国民の権利を一時的に制限できる「緊急事態条項」
　憲法を改正して新たに加えるべきだ２８
　いまの憲法を変えずに対応すればよい５９
　そもそも必要ない８
・国と国民が協力して環境保護につとめる「環境権」
　憲法を改正して新たに加えるべきだ２９
　いまの憲法を変えずに対応すればよい６４
　そもそも必要ない４
・高校や大学などの授業料の免除などを定めた「教育無償化」
　憲法を改正して新たに加えるべきだ３１
　いまの憲法を変えずに対応すればよい５３
　そもそも必要ない１３
◆国会議員１人当たりの有権者数に差がある「一票の格差」が問題になっています。人口が少ない地域では国会議員の数を減らして「一票の格差」を是正するべきだと思いますか。それとも、一票の格差があっても、人口が少ない地域の国会議員の数を確保するべきだと思いますか。
　一票の格差を是正するべきだ５０
　人口が少ない地域の国会議員の数を確保するべきだ４３
◆男性どうし、女性どうしの結婚を、法律で認めるべきだと思いますか。認めるべきではないと思いますか。
　認めるべきだ４９
　認めるべきではない３９
◆法律を改正して、夫婦が、同じ名字でも、別々の名字でも、自由に選べるようにすることに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　５８反対　３７
◆憲法で天皇は、「日本国の象徴」「国民統合の象徴」とされています。天皇の公務や継承のあり方について、考えに近いのは次のうちどれですか。
　時代にかかわらず同じ形を保つべきだ２２
　時代に応じて変わっていくべきだ７５
◆天皇が行う公のつとめには、憲法に定められた国会の召集など「国事行為」のほかに、各種行事の出席や被災地へのお見舞いなど「公的行為」もあります。こうした公的行為は、天皇が象徴としての役割を果たすため、どの程度重要だと思いますか。
　大いに重要だ２２
　ある程度重要だ６１
　あまり重要ではない１３
　まったく重要ではない２
◆天皇の退位についてうかがいます。いまの天皇陛下だけが退位できるようにするのがよいと思いますか。今後のすべての天皇も退位できるようにするのがよいと思いますか。それとも、天皇は退位すべきではないと思いますか。
　いまの天皇陛下だけが退位できるようにする２０
　今後のすべての天皇も退位できるようにする７２
　天皇は退位すべきではない４
◆将来的に皇室が安定的に維持されることに、どの程度不安を感じますか。
　大いに感じる９
　ある程度感じる３８
　あまり感じない４１
　まったく感じない１０
◆いまの皇室に関する法律の「皇室典範」により、天皇の位につくのは、男性に限られています。天皇は男性に限った方がよいと思いますか。それとも、皇室典範を改正して、女性も天皇になれるようにした方がよいと思いますか。
　男性に限った方がよい２１
　女性もなれるようにした方がよい７５
◆皇室典範により、天皇は、父方に天皇の血を引く、いわゆる「男系」に限られています。もし、女性天皇の子どもが天皇になるとしたら、歴史上初めて、母方だけに天皇の血を引く「女系」の天皇を認めることになります。これまでの「男系」を維持する方がよいと思いますか。それとも、「女系」を認めてもよいと思いますか。
　男系を維持する方がよい２４
　女系を認めてもよい７２
◆いまの皇室典範では、女性皇族は民間人と結婚すると、皇室を離れます。今後、結婚後も女性皇族が皇室にとどまる「女性宮家」を創設できるようにするべきだ、という意見があります。この考えに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　４９反対　４０
◆終戦直後に皇室を離れて民間人となっている旧皇族が再び皇室に戻るようにするべきだ、という意見もあります。この考えに賛成ですか。反対ですか。
　賛成　２０反対　６７
◆皇室を安定的に維持するため、いまの天皇陛下の退位をめぐる議論にとどまらず、将来的な天皇の位の継承について、今後も議論を続けるべきだと思いますか。そうは思いませんか。
　議論を続けるべきだ７４
　そうは思わない２２
◆最近の社会で問題になっていることについてうかがいます。以下の質問について、１と７のどちらに考えが近いですか。中間を４として、１から７の間で当てはまる気持ちの強さに一つだけマルをつけてください。
・日本は難民や移民をもっと受け入れるべきだと思いますか。
　①思う３　②４　③１１　④中間３２　⑤１６　⑥１６　⑦思わない１７
・国籍、人種、宗教が異なるひとが身近に生活することに抵抗を感じますか。
　①感じる８　②１０　③１８　④中間２８　⑤１５　⑥１１　⑦感じない１０
・学歴や収入の格差による社会的な分断が日本にあると思いますか。
　①ある２７　②２８　③２５　④中間１３　⑤４　⑥２　⑦ない１
・自国の利益の追求と、国際社会への貢献では、どちらがより大事だと思いますか。
　①自国の利益の追求７　②１０　③２４　④中間４４　⑤９　⑥２　⑦国際社会への貢献２
・民主的に選ばれたリーダーの判断であれば、従うことは当然だと思いますか。
　①当然だ４　②７　③１６　④中間３０　⑤２０　⑥１２　⑦当然ではない１０
・意見が対立する問題について、多数決で決めたことはいつも正しいと思いますか。
　①思う２　②２　③６　④中間２１　⑤２５　⑥２０　⑦思わない２３
・いまの社会では、少数意見が尊重されていると思いますか。
　①尊重されている１　②２　③６　④中間２０　⑤２４　⑥２５　⑦尊重されていない２０
　　　　　◇
　〈調査方法〉　全国の有権者から３千人を選び、郵送法で実施した。対象者の選び方は、層化無作為２段抽出法。全国の縮図になるように３３６の投票区を選び、各投票区の選挙人名簿から平均９人を選んだ。３月１５日に調査票を発送し、４月２４日までに届いた返送総数は２０７７。無記入の多いものや対象者以外の人が回答したと明記されたものを除いた有効回答は２０２０で、回収率は６７％。
　有効回答の男女比は男４６％、女５２％、無記入１％。年代別では１８、１９歳１％、２０代８％、３０代１３％、４０代１６％、５０代１６％、６０代２２％、７０代１５％、８０歳以上８％、無記入１％。
毎日新聞
毎日新聞世論調査　改憲に賛成４８％、９条改正反対４６％
毎日新聞2017年5月3日 10時00分(最終更新 5月3日 10時00分)
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憲法を改正すべきだと思うか
　憲法記念日を前に毎日新聞が４月２２、２３両日に実施した全国世論調査で、憲法を改正すべきだと「思う」という回答は４８％、「思わない」は３３％だった。憲法第９条に関しては改正すべきだと「思わない」が４６％で、「思う」の３０％を上回った。改憲項目によっては賛成が広がる可能性があり、国会の憲法審査会は今後、世論を見極めながら改憲項目の絞り込みを進める。 
　昨年４月の調査では、憲法を改正すべきだと「思う」と「思わない」が４２％で並んでいた。今回は「憲法の施行から７０年にあたる」と明示したうえで質問したため、単純には比較できない。 
　憲法を改正すべきだと「思う」は全年代で「思わない」より多かった。９条は逆に全年代で「思わない」が「思う」より多かった。ただ、９条を改正すべきだと「思わない」は昨年４月の調査から６ポイント減少した。 
　大規模災害や外国からの攻撃が発生し、国政選挙が実施できなくなった場合に、国会議員の任期を特例で延長する規定を憲法に設けることに関しては「反対」４７％で、「賛成」２８％だった。 
　憲法施行７０年にあたり、戦後の日本の平和維持や国民生活の向上に憲法が果たしてきた役割をどう評価するかも聞いた。「かなり役立った」は２９％、「ある程度役立った」は４７％で計７６％。施行６０年を前にした２００７年４月調査でも「かなり」は２８％、「ある程度」は４９％で、傾向は変わっていない。【大隈慎吾】 
　調査の方法　４月２２、２３日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１５９９世帯から、１０１１人の回答を得た。回答率は６３％。 
毎日新聞世論調査　憲法改正「賛成」４８％　９条は「反対」４６％　施行７０年
毎日新聞2017年5月3日　大阪朝刊
　日本国憲法は１９４７年の施行から３日で７０年を迎えた。毎日新聞が４月２２、２３両日に実施した全国世論調査で、憲法を改正すべきだと「思う」という回答は４８％、「思わない」は３３％だった。憲法第９条に関しては改正すべきだと「思わない」が４６％で、「思う」の３０％を上回った。改憲項目によっては賛成が広がる可能性があり、国会の憲法審査会は今後、世論を見極めながら改憲項目の絞り込みを進める。（５面に質問と回答） 
　昨年４月の調査では、憲法を改正すべきだと「思う」と「思わない」が４２％で並んでいた。今回は「憲法の施行から７０年にあたる」と明示したうえで質問したため、単純には比較できない。 
　憲法を改正すべきだと「思う」は全年代で「思わない」より多かった。９条は逆に全年代で「思わない」が「思う」より多かった。ただ、９条を改正すべきだと「思わない」は昨年４月の調査から６ポイント減少した。 
　大規模災害や外国からの攻撃が発生し、国政選挙が実施できなくなった場合に、国会議員の任期を特例で延長する規定を憲法に設けることに関しては「反対」４７％で、「賛成」２８％だった。自民、民進、公明党などには、任期延長を含む緊急事態条項の創設を支持する意見が少なくない。しかし、調査では、自民支持層で「賛成」４５％、「反対」３６％だったのに対し、民進支持層と公明支持層は反対が賛成を大きく上回った。 
　憲法施行７０年にあたり、戦後の日本の平和維持や国民生活の向上に憲法が果たしてきた役割をどう評価するかも聞いた。「かなり役立った」は２９％、「ある程度役立った」は４７％で計７６％だった。【大隈慎吾】 
毎日新聞世論調査　質問と回答
毎日新聞2017年5月3日　東京朝刊
　◆今年は日本国憲法の施行から７０年にあたります。憲法を改正すべきだと思いますか、思いませんか。 
　　　　　　　　　　　　全体　男性　女性 
思う　　　　　　　　　　４８　５１　４６ 
思わない　　　　　　　　３３　３７　３０ 
　◆憲法９条を改正すべきだと思いますか、思いませんか。 
思う　　　　　　　　　　３０　３７　２５ 
思わない　　　　　　　　４６　４８　４５ 
　◆あなたは戦後の日本の平和維持や国民生活の向上に、今の憲法が果たしてきた役割をどう評価しますか。 
かなり役立った　　　　　２９　３６　２４ 
ある程度役立った　　　　４７　４７　４７ 
あまり役立っていない　　　６　　５　　７ 
まったく役立っていない　　１　　１　　１ 
　◆大きな災害や外国からの攻撃で国政選挙ができなくなった場合に、国会議員の任期を特例として延長できる規定を憲法に設けるべきだという意見があります。一方、憲法を改正しなくても、参院の緊急集会で対応可能だという意見もあります。あなたは国会議員の任期延長に関する憲法改正に賛成ですか、反対ですか。 
賛成　　　　　　　　　　２８　３４　２４ 
反対　　　　　　　　　　４７　４９　４６ 
　（注）数字は％、小数点以下を四捨五入。無回答は省略。 
調査の方法 
　４月２２、２３日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。１８歳以上のいる１５９９世帯から、１０１１人の回答を得た。回答率は６３％。 
日経新聞
憲法改正、賛否が拮抗　施行70年、改憲支持伸びる 
2017/5/2 20:38日本経済新聞　電子版
　日本国憲法は３日、1947年の施行から70年を迎えた。日本経済新聞社とテレビ東京が憲法記念日を前に世論調査を実施したところ、憲法改正について「現状のままでよい」が46％、「改正すべきだ」が45％で拮抗した。昨年４月の調査と比べると、現状維持が４ポイント減って改憲支持が５ポイント増え、その差が縮まった。
　安倍晋三首相が再登板した後の2013年４月は改憲支持が56％と現状維持の28％を上回った。14年４月は改憲支持と現状維持が44％で並び、16年４月は現状維持が50％で改憲支持は40％。集団的自衛権の行使を認める安全保障関連法をめぐる議論が活発になり、改憲への慎重論が広がったとみられていた。今年、賛否拮抗に戻ったのは安保法論議が薄れたことが背景との見方が出ている。
　年代別で見ると30代、40代、50代は改憲支持が５割を超えた。60代は賛否がほぼ拮抗。18～29歳と70歳以上は現状維持が改憲支持を上回る。
　大規模災害などの際に政府に必要な権限を与え、国会議員の任期を延ばせる「緊急事態条項」を入れる改憲については、賛成47％、反対38％だった。同じ質問をした16年10月の調査と比べると賛成が７ポイント増え、反対も１ポイント増えた。自民党支持層の63％が賛成だが、民進党支持層では68％が反対だった。
　調査は日経リサーチが４月27～30日に全国の18歳以上の男女に携帯電話も含めて乱数番号（ＲＤＤ方式）による電話で実施。1579件の回答を得た。回答率は48.4％。
	◆本社定例世論調査
（4/27～4/30に実施。単位％、カッコ内は3/24～3/26の前回調査。四捨五入したため合計が100％とならない場合がある。内閣支持率は「いえない・わからない」と答えた人に「お気持ちに近いのはどちらですか」と再度聞き、政党支持率は「いえない・わからない」「支持政党なし」と回答した人に「強いて言えばどの政党に好意を持っていますか」と再度聞いて、それぞれの回答を反映している）

	Ｑ１．あなたは安倍内閣を支持しますか、しませんか。

	支持する
	60(62)

	支持しない
	32(30)

	いえない・わからない
	８(８)

	Ｑ２．あなたは今、どの政党を支持していますか。ひとつだけお答えください。

	自民党
	45(45)

	民進党
	９(８)

	公明党
	３(３)

	共産党
	５(５)

	日本維新の会
	２(３)

	社民党
	１(１)

	自由党
	０(１)

	日本のこころ
	０(０)

	その他の政党
	０(０)

	支持政党なし
	30(31)

	いえない・わからない
	５(４)

	Ｑ３．核やミサイルの開発を進める北朝鮮に対し、アメリカが軍事力を見せつけて圧力を強めています。あなたはこれを評価しますか、評価しませんか。

	評価する
	51

	評価しない
	40

	どちらともいえない
	５

	いえない・わからない
	５

	Ｑ４．ミサイル発射や核開発を続ける北朝鮮に対して、国際社会はどのような対応をとるべきだと思いますか。

	あくまで話し合いで解決すべきだ
	30

	経済制裁を強めるべきだ
	51

	軍事行動を考えるべきだ
	14

	その他
	０

	いえない・わからない
	５

	Ｑ５．今村前復興大臣は東日本大震災について「東北でよかった」と発言した責任を取り、辞任しました。安倍政権の閣僚らに目立つ失言や不祥事の背景として、政権に緩みがあるのではないかという指摘もあります。あなたは、安倍政権に緩みがあると思いますか、思いませんか。

	政権に緩みがあると思う
	64

	政権に緩みがあるとは思わない
	30

	どちらともいえない
	２

	いえない・わからない
	４

	Ｑ６．政府は、殺人などの重大犯罪の計画に関与しただけで処罰の対象となる「共謀罪」の内容を見直し、犯罪を目的にする集団のみを対象にした「テロ等準備罪」を設ける組織犯罪処罰法改正案を今国会に提出しました。あなたはこの法案に賛成ですか、反対ですか。

	賛成だ
	47

	反対だ
	34

	どちらともいえない
	５

	いえない・わからない
	14

	Ｑ７．天皇陛下の退位を巡り、政府は皇室典範の抜本的な改正ではなく、今の陛下の退位を認める特例法を５月中に国会に提出する方針です。あなたはこの方針をどう思いますか。

	特例法での対応に賛成だ
	55

	皇室典範の抜本改正で対応すべきだ
	32

	退位は認めるべきではない
	３

	その他
	０

	いえない・わからない
	10

	Ｑ8.5月３日は憲法記念日ですが、あなたは憲法改正についてどう思いますか。

	現状のままでよい
	46

	改正すべきだ
	45

	どちらともいえない
	２

	いえない・わからない
	７

	Ｑ９．自民党は憲法改正草案で「緊急事態条項」を明記しました。日本への武力攻撃や内乱、大規模災害などの際に、政府に必要な権限を与え、国会議員の任期を延ばせるようにする内容です。あなたは緊急事態条項を入れる憲法改正に賛成ですか、反対ですか。

	賛成だ
	47

	反対だ
	38

	どちらともいえない
	２

	いえない・わからない
	13

	Ｑ10．あなたは東京都の小池百合子知事を支持しますか、支持しませんか。

	支持する
	68

	支持しない
	19

	どちらともいえない
	５

	いえない・わからない
	８

	Ｑ11．（東京都にお住まいの方に）７月に東京都議選があります。あなたは、どの政党の候補者に投票しようと思いますか。

	自民党
	32

	公明党
	５

	民進党
	２

	共産党
	５

	都民ファーストの会
	17

	その他の政党
	４

	投票しない
	１

	まだ決めていない
	25

	いえない・わからない
	８

	Ｑ12．（全員に）東京都は築地市場を豊洲に移転させるべきだと思いますか。

	移転させるべきだ
	43

	移転させるべきでない
	35

	どちらともいえない
	６

	いえない・わからない
	


琉球新報
琉球新報世論調査　９条堅持４４％　改正２２％　「共謀罪」は反対３４％、賛成１５％　／沖縄
琉球新報2017年5月3日
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　琉球新報社は３日の憲法記念日に合わせて４月末、戦争放棄や戦力不保持を定めた憲法９条の改正や「共謀罪」の趣旨を盛り込んだ組織犯罪処罰法改正案の是非について、沖縄県民を対象に電話世論調査を実施した。憲法９条に関する質問では「堅持すべきだ」との回答が４４．２％で最も多く、「改正すべきだ」の２１．７％を２２．５ポイント上回った。安倍晋三首相が９条を含む憲法改正に意欲を示す中、県内では憲法９条堅持を望む声が高いことがあらためて示された。 
　今国会で議論されている「共謀罪」については「反対」が３４．４％で、「賛成」１５．２％を１９．２ポイント上回った。「どちらとも言えない」は４６．８％だった。反対が多いほか、議論不足で判断できない状況が浮き彫りになった。 
　男女別に見ると共謀罪について「賛成」が男性１７．５％、女性１３．１％で、「反対」は男性３７．７％、女性３１．１％だった。「どちらとも言えない」は男女それぞれ４３．８％、４９．７％となった。 
　憲法９条の改正の是非について、本紙が２０１４年に実施した電話世論調査では６０．９％が「憲法９条を変えず堅持すべきだ」と回答していた。１５年の本紙と沖縄テレビ放送（ＯＴＶ）による調査では７０．２％が「改正する必要はない」と答えていた。 
　今回の調査でも依然として９条の堅持を求める声が多かったが、割合は減少した。一方で１４、１５年調査で「分からない」が４～５％台だったのに対し、今回「どちらとも言えない」３２％、「分からない」２．１％と賛否を示せない人が増加した。北朝鮮の核・ミサイル開発などを巡る動きや、中国の海洋進出など緊迫する国際情勢に判断が揺れているとみられる。 
　憲法９条について男女別では「改正すべきだ」が男性で２７．９％、女性で１５．８％、「堅持すべきだ」が男性４０．３％、女性４７．８％となった。「どちらとも言えない」は男女それぞれ３０．６％、３３．３％だった。 
　調査は県内に住む１８歳以上の有権者を対象に４月２９、３０の両日、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかけるＲＤＤ（ランダム・デジット・ダイヤリング）法で実施した。実際に有権者がいる世帯にかかったのは１１４１件、うち５２５件から回答を得た。 
（琉球新報） 
沖縄タイムス
沖縄県議、県関係国会議員の50％「改憲必要なし」　9条改定も反対が過半数

沖縄タイムス2017年5月3日 09:10

　沖縄タイムス社は憲法記念日の３日に合わせ、県議４７人（欠員１）と県選出・出身国会議員の１２人へのアンケートを実施し、県議４６人、国会議員全員から回答を得た。安倍晋三首相が強い意欲を示す憲法改定の必要性は県議の２３人（５０％）が「必要ない」とし、「必要」の１４人（３０％）を上回った。国会議員１２人では賛成６人、反対６人で二分された。憲法施行から７０年を迎えた。沖縄は戦後、日本の施政権から切り離され、本土復帰による憲法の適用から今年で４５年となる。



　安倍首相は１日に東京都内で開かれた改憲を目指す超党派議連「新憲法制定議員同盟」の大会に現職の首相として初めて参加。早期に改憲発議の環境を整える考えを表明した。

　米軍統治下で基本的人権や戦争放棄を掲げる日本国憲法を求めて日本復帰を勝ち取った沖縄では、復帰４５年が経過する現在でも県民の代表である県議、国会議員の半数が改憲に反対していることがあらためて示された。

　アンケートでは戦争放棄や戦力の不保持を定めた憲法９条の改定の必要性も質問。県議では、自民党議員を含む３１人（６７％）が「必要ない」と答えた。改憲を党是とする自民の中でも、改憲の必要性を認める一方で９条の理念を堅持する議員がいることが浮き彫りとなった。国会議員は６人が「改定」に反対した。

　改定が「必要」としたのは県議の５人（１１％）、国会議員は４人にとどまった。「どちらともいえない」は県議の１０人（２２％）、国会議員は２人だった。

　アンケートは昨年の県議選で改選された県議４７人（定数４８、欠員１）と、県関係・出身の国会議員１２人に配布。２日までに県議４６人、国会議員全員から回答を得た。

共同通信
日本「不戦」は9条が理由75％　憲法施行70年の世論調査

共同通信2017/4/30 07:05
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日本国憲法の原本（国立公文書館蔵）

　共同通信社は29日、憲法施行70年を前に郵送方式で実施した世論調査の結果をまとめた。日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由について、戦争放棄や戦力の不保持を定めた「憲法9条があったからだ」とする回答は75％に上った。9条の存在とは「関係ない」は23％だった。9条改正を巡っては必要49％、必要ない47％で拮抗した。安倍晋三首相の下での改憲に51％が反対し、賛成は45％だった。

　調査は5月3日で憲法施行から70年となることから3～4月に18歳以上の男女3千人を対象に実施した。

　【注】小数点1位を四捨五入した。

天皇退位「恒久制度化を」68％　一代限り特例法支持は25％

共同通信2017/5/2 07:005/2 07:06updated
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天皇の退位の法整備について

　共同通信社は1日、郵送方式で4月中旬までに実施した皇室に関する世論調査の結果をまとめた。天皇陛下の退位を巡る法整備の在り方について「皇室典範改正で今後の天皇も退位可能にすべきだ」と答えたのが68％に上り、「特例法で一代に限って認めるべきだ」の25％を大幅に上回った。「退位を認めるべきではない」は4％にとどまった。

　政府は今国会で陛下一代限りで退位を認める特例法の制定を目指しているが、退位の恒久制度化を望む声が根強いことが改めて鮮明になった。

　「女性天皇」に賛成したのは86％、女性天皇と母方に天皇の血筋を引く「女系天皇」のいずれも賛成したのは59％だった。
東京新聞
不戦「９条が貢献」７５％　安倍政権で改憲「反対」５１％　世論調査

東京新聞2017年4月30日 朝刊

	[image: image7.jpg]— HRBEOEEHER ——

75

60% 9

| 49 z 51

47 8 45
37 9 &
i L)
2 23
5
t

Pl 7 [

g §] B
B iy Eun TR
& & M 0
E E off B

& 1)

H*MOBEERE L TVSI-HAEI 1 00%ICHE S






　共同通信社は二十九日、憲法施行七十年を前に郵送方式で実施した世論調査の結果をまとめた。日本が戦後、海外で武力行使しなかった理由について、戦争放棄や戦力の不保持を定めた「憲法九条があったからだ」とする回答は７５％に上った。九条の存在とは「関係ない」は２３％だった。九条改正を巡っては必要４９％、必要ない４７％で拮抗（きっこう）した。安倍晋三首相の下での改憲に５１％が反対し、賛成は４５％だった。　

　北朝鮮情勢の緊迫化などを踏まえ、九条改正の必要性では賛否が二分する一方、戦後九条が果たしてきた役割は国民に浸透している現状が明確になった。改憲を「必要」「どちらかといえば必要」とする改憲派は計６０％。改憲は必要ないとする護憲派は「どちらかといえば」を含めて３７％だった。

　調査は五月三日で憲法施行から七十年となることから三～四月に十八歳以上の男女三千人を対象に実施した。

　改憲派に理由を尋ねたところ、トップは「憲法の条文や内容が時代に合わなくなっているから」で６６％。これに「新たな権利や義務などを盛り込む必要があるから」が２２％で続いた。「米国に押し付けられた憲法だから」「制定以来、一度も改正されていないから」はそれぞれ５％だった。

　具体的な改憲項目（二つまで回答）は「九条と自衛隊」（４９％）、「天皇制」（２５％）、「教育制度」（１９％）の順。自民党などで浮上している、大災害時の国会議員の任期延長を含む「緊急事態条項の新設」は１４％だった。

　護憲派は理由として「戦争放棄を掲げ、平和が保たれているから」（４６％）、「改正すれば『軍備拡張』につながる恐れがあるから」（２６％）、「現憲法で不都合なことがないから」（１９％）などを挙げた。

　改憲問題に関心があるとした人は「ある程度」を含め７３％。教育無償化に関しては「法律で実施できるので改憲の必要はない」が６０％だった。

　家族の互助を憲法上の義務として盛り込むことには８１％が「必要ない」とした。

　【注】小数点一位を四捨五入した。
ＮＨＫ
ＮＨＫ世論調査 憲法の改正 必要４３％ 必要なし３４％
NHK5月3日 19時36分 
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日本国憲法が施行されて、３日で７０年です。ＮＨＫはことし３月、全国の１８歳以上の４８００人を対象に、個人面接法で憲法に関する世論調査を行い、５５．１％に当たる２６４３人から回答を得ました。
この中で、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要があると思う」が４３％、「改正する必要はないと思う」が３４％、「どちらともいえない」が１７％でした。
　また、「戦争の放棄」を定めた憲法９条を改正する必要があると思うか聞きました。「改正する必要があると思う」が２５％、「改正する必要はないと思う」が５７％、「どちらともいえない」が１１％でした。
　このほか、憲法に対する３つの考えを挙げ、そう思うかどうか聞きました。
　「平和主義をかかげた今の憲法を誇りに思う」という考えについて、「そう思う」（４４％）、「どちらかといえばそう思う」（３８％）が合わせて８２％、「そうは思わない」（５％）、「どちらかといえばそうは思わない」（１０％）が合わせて１５％でした。
　「憲法は時代の変化に応じて柔軟に変えるべき」という考えについては、「そう思う」（３７％）、「どちらかといえばそう思う」（３６％）が合わせて７３％、「そう思わない」（１０％）、「どちらかといえばそうは思わない」（１４％）が合わせて２４％でした。
　「憲法は自分の生活と密接に関係している」という考えについては、「そう思う」が２６％、「どちらかといえばそう思う」は３４％、「そう思わない」が１２％、「どちらかといえばそうは思わない」は２５％でした。
憲法が果たした役割
この中で、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要があると思う」が４３％、「改正する必要はないと思う」が３４％、「どちらともいえない」が１７％でした。
　また、「戦争の放棄」を定めた憲法９条を改正する必要があると思うか聞きました。「改正する必要があると思う」が２５％、「改正する必要はないと思う」が５７％、「どちらともいえない」が１１％でした。
　このほか、憲法に対する３つの考えを挙げ、そう思うかどうか聞きました。
　「平和主義をかかげた今の憲法を誇りに思う」という考えについて、「そう思う」（４４％）、「どちらかといえばそう思う」（３８％）が合わせて８２％、「そうは思わない」（５％）、「どちらかといえばそうは思わない」（１０％）が合わせて１５％でした。
　「憲法は時代の変化に応じて柔軟に変えるべき」という考えについては、「そう思う」（３７％）、「どちらかといえばそう思う」（３６％）が合わせて７３％、「そう思わない」（１０％）、「どちらかといえばそうは思わない」（１４％）が合わせて２４％でした。
　「憲法は自分の生活と密接に関係している」という考えについては、「そう思う」が２６％、「どちらかといえばそう思う」は３４％、「そう思わない」が１２％、「どちらかといえばそうは思わない」は２５％でした。
憲法の影響に対する評価
今の憲法が日本や国民に与えた影響について３つの点を挙げ、それぞれ肯定的な意見と否定的な意見のどちらに近いか聞きました。
　「平和主義」については、「戦争をしない平和主義が定着した」という意見に「近い」（５２％）、「どちらかといえば近い」（２１％）と答えた人が合わせて７３％でした。一方、「自分たちで国を守ろうとする意識が失われた」という意見に「近い」（１２％）、「どちらかといえば近い」（１２％）を合わせると２４％でした。
　同じ方法で調査を行った２００２年と比較すると、「平和主義が定着した」という人が１５ポイント増え、「自分たちで国を守ろうとする意識が失われた」というのは１３ポイント減りました。
　また、「自由・権利」については、「自由や権利を大切にしようとする考え方がいきわたった」という意見に「近い」（２５％）、「どちらかといえば近い」（２２％）が合わせて４７％でした。「自由や権利ばかり主張し、責任や義務をおろそかにする風潮を生み出した」という意見には、「近い」（２２％）、「どちらかといえば近い」（２５％）を合わせると４８％でした。
　「民主的な政治」については、「国民が自ら民主的な政治に参加するという考え方がいきわたった」という意見には、「近い」（２６％）、「どちらかといえば近い」（２８％）が合わせて５４％でした。「国民におもねる政治や風潮を生み出した」という意見に、「近い」（１４％）、「どちらかといえば近い」（２２％）は合わせて３６％でした。
権利・自由の実現度
憲法が保障している個人の権利や自由について、今の社会でどの程度実現していると思うか、聞きました。
　「思っていることを自由に話したり書いたりして発表する、表現の自由」は、「十分実現している」が３０％、「ある程度実現している」が５３％、「あまり実現していない」が１３％、「まったく実現していない」が２％でした。
　同じ方法で調査した２５年前、１９９２年の結果と比べますと、「十分実現している」が６ポイント減りました。
　「集会やデモを行う自由」は、「十分実現している」が２３％、「ある程度実現している」が５２％、「あまり実現していない」が１７％、「まったく実現していない」が４％でした。
　２５年前の調査結果と比べますと、「十分実現している」が５ポイント減った一方、そのほかの回答はそれぞれ増えています。
　「男女の平等」は、「十分実現している」が１４％、「ある程度実現している」が５１％、「あまり実現していない」が３０％、「まったく実現していない」が４％でした。「十分実現している」と「ある程度実現している」と答えた人は合わせて６５％で、２５年前の調査結果と比べて差はありませんでした。
　「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は、「十分実現している」が１５％、「ある程度実現している」が５７％、「あまり実現していない」が２２％、「まったく実現していない」が４％でした。
立憲主義
国民が憲法で国家権力の行使の在り方を定める「立憲主義」について、憲法解釈や憲法改正を議論するにあたって重視すべきかどうか聞きました。「重視すべきだ」が６５％、「重視する必要はない」が７％、「どちらともいえない」が１４％でした。
東大 石川健治教授は
憲法に関して今後、国民の間でどのような議論を望むかについて、今は憲法を変えるべきでないという立場の東京大学の石川健治教授は、「多くの人々が変えるべきであるとか、守るべきであるとか、そうした理解が深まった状況でなければ、憲法改正にふさわしい状況とは言えないと思う。憲法は、簡単には変わらないシステムをあえて用意することに意味があるので、常に更新すべきものではないという理解を前提に、議論をする環境を作っていかなければいけない」と述べました。
九大 井上武史准教授は
憲法に関して今後、国民の間でどのような議論を望むかについて、改正に向けた議論を進めるべきだという立場の九州大学の井上武史准教授は、「特徴的なのは、今よりもっとよい民主主義になり、より権利が保障される社会になりたいという意欲がなく、憲法を歯止めとして捉え、現状でいいとしている点だ。７０年前の『戦前と決別してよりよい社会になる』という考え方を受け継ぎつつ、さらによくなるのではないかと希望をもって憲法を捉えることが必要ではないか」と述べました。
〔先に配信した「詳細」と重複します。─発信人〕
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